
4 総事業費 千円21,030

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 新規 単独 事業類型 Ⅱ 施設の建設 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 5 製材事業所跡地整備事業
会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

66 広域連携によって、より大きな課題に取り組む
項 目標 ― 目標

目 実績 実績

施　策 1 公共施設の利便性向上
細目 目標 ― 目標

細々目 実績 実績

基本計画該当頁 210 行革大綱の重点事項番号 目標 ― 目標

担当部課
コード 600100 評価者

氏　名
山本　繁昌 連絡先

59 - 2053 実績 実績

名称 島ヶ原支所　総務振興課 (内線) 61

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

旧製材事業跡地、地域住民
地域住民が多目的に利用できるスペースが確保できる。

駐車場利用台数
地域住民の憩いの場や近隣公共施設の駐車場
不足解消として機能するか利用台数で計る。

台
目標 目標

1300
実績 実績

目標 目標

実績 実績

（※対象件数 1箇所 ）
根拠法令・要綱等

開始年度 平成 20 年度
関連事業

評価
終了

本
年
度
事
業
内
容

年度 平成 年度
平成18年3月末をもって製材事業を廃止したことに伴い、市有
地上建物を解体した跡地を多目的広場（駐車場スペース：50台
程度を含む）として整備する。
また、現在の維持管理は普通財産として行っているが、常に良
好な跡地環境を維持することが市民から強く求められており、
整備後は島ヶ原地域まちづくり協議会の協力を得ながら効果
的に管理を行う。

状
況
変
化
等

借地上建物については、地主との無償譲渡が不調に終
わったことにより跡地整備費用を平成19年度予算に繰り
越して、市有建物4棟を解体及び跡地造成し借地を地主に
返還する。

評価項目

必要性

ポイント

3
財産の適正な維持管理は必要不可欠なものであり、かつ当該地は小中学生の通学路にも面していることから、地域住民
より安全面に配慮した跡地の有効利用が望まれている。

評価項目についてのコメント

有効性 3
跡地を整備し継続的な維持管理を行うことで、地域住民に安全で安心な施設として提供でき、施設利用の促進が期待でき
る。

達成度

効率性 3
整備に要する財源は、製材事業所運営当時に蓄財した基金からの充当を予定している。
また完成後は、住民自治協議会等地域で主体的に管理をお願いできないか検討している。

整

1

備内容

建設用地 町地内

運営体制

1

　委託先

運営主体

島ヶ原地域まちづくり協議会
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造 多目的広場3,000㎡

2 配置（予定）人員 1 人 総合評価

C

事業の方向性 改善についての取り組み

3
4 市内の類似施設
年間運営費 400 千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度 20

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容 平成２１年度 計画内容 平成２２年度 計画内容

委託

事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量単位 金  額 事 業 内 容 数量単位 金  額 事 業 内 容 数量単位 金  額 事 業 内 容 数量単位 金  額 事 業 内 容 数量単位 金  額
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　

広場造成設計委託料 1 式
(千円)
970

　
1 式

(千円)
400 1 式

(千円)
400

同上工事費 1 式 19,400

施設管理委託費

その他事務経費 1 式 120

施設管理委託料

その他事務経費 1 式 120

工事

下水道接続工事費 1 式 400
施設管理委託料 1 式 200
その他事務経費 1 式 60

進捗率
(％)

100
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 21,030 事業費計(A) 　 Σ 520 事業費計(A) 　 Σ 520

事業投入人員 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 人 0 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.1 人 720 人件費（Ｂ） 0.1 人 720

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 0 0 0 24,630 1,240 1,240

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 0 0 0 21,030 520 520

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他 21,030
一 般 財 源 0 0 0 0 520 520
計 0 0 0 21,030 520 520

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

明許繰越事業：
　借地造成工事測量設計490千円
　借地造成工事4,900千円

特定財源：地域振興基金繰入金

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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